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１．はじめに

平成３０年に箕面市立中学校において支援学級在籍生徒を対象とした、いじめ重大

事態事案が発生し、令和２年３月より箕面市いじめ重大事態第三者調査委員会による

調査が実施された。令和３年８月にまとめられた「箕面市立中学校生徒のいじめ申立

に関する調査報告書」の中で、いじめが発生した要因に関し、箕面市の支援教育にお

いては、インクルーシブ教育で必要とされる合理的配慮（※１）が不十分であるというこ

となど、支援教育への厳しい指摘がなされた。

これをふまえ令和３年１２月に、学校管理職や支援教育担当者等からなる『箕面市

支援教育充実検討委員会準備WG』を設置し、専門家のアドバイスも受けながら箕面

市の支援教育にかかる課題を整理した。

令和４年４月に箕面市支援教育充実検討委員会（以下「検討委員会」という。）を設

置し、箕面市の支援教育の在り方について教育委員会より諮問を行った。そして、令

和５年１月に検討委員会より、課題解決に向けた支援教育充実のための答申を受けた。

その答申に対する、教育委員会の方針を示すものである。

２．諮問事項１ 「学びの場の充実について」

＜検討委員会からの答申＞

◇現状

・支援学級（※２）在籍の児童生徒数が急増し、一人一人の教育的ニーズに最も的確

に応える指導を提供する「個別最適な学びの場」の確保が困難となっている。

・個別の教育支援計画（※３）に基づいた個別の指導計画（※４）が適切に作成されてお

らず、個に応じた教育課程が実施されていないケースがある。

・通常学級（※５）において、児童生徒の困り感が強く、学級担任や教科担任による

工夫や合理的配慮で対応することが難しくなった場合、通級指導教室（※６）を利

用するのではなく、支援学級担任や支援教育介助員（※７）によるサポートを受け

ることを目的として、「支援学級に入級する」ケースが多い。

・通級指導教室には、自校に通級指導教室が設置される「自校通級」、教員が各校

の通級指導教室を巡回する「巡回指導」、自校に通級指導教室が設置されていな
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いため児童生徒本人が他校の通級指導教室に通う「他校通級」がある。

児童生徒の安全確保の観点、通級指導教室の担当教員と支援教育コーディネー

ターや通常学級担任、教科担任との校内での密な連携を確保する観点及び通級

指導教室利用による効果を継続的に検証し、児童生徒の困り感を早期に改善す

る観点などから、自校に通級指導教室を設置することが重要である。

しかしながら、箕面市内の小中学校において、全校に通級指導教室が設置され

ておらず、学びの場の選択肢が限られている。

・通級指導教室の担当教員１人あたりの担当する児童生徒数が多いため、児童生

徒の個別のニーズに応じた十分な指導が行えない状況にある。

◇施策の方向性

・自立活動（※８）とは、「一人一人の自立に向けた取組」であり、自立とは、「自分

で何でもできる身辺自立を目指す」ということではなく、「自分の力を最大限に

発揮して取り組んでいくことができること」である。支援学級に在籍する児童

生徒や通級指導教室を利用する児童生徒に対しては自立活動が必要であるが、

現場の教員に自立活動に関する知識や理解が十分に行き届いていない現状があ

り、適切な自立活動が実施されていない場合がある。教員は、自立活動に関す

る知識や理解を深め、支援学級の在籍児童生徒や通級指導教室を利用する児童

生徒に対して、一人一人に個別最適な自立活動を実施すること。

・学習指導要領に示されているように、支援学級に在籍する児童生徒の指導には、

障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るため、自立活動を取り

入れることが求められており、自立活動を中心に捉えた特別の教育課程（※９）を

組み、個別の教育支援計画及び指導計画を作成することは必要不可欠である。

しかしながら、経験の豊富な教員が大量退職し、経験の浅い教員が増加してい

る一方で、支援が必要な児童生徒が増加しており、知識や経験が不足する経験

の浅い教員にとって、適切な自立活動を実施することは非常に困難な状況であ

る。このため、個別の教育支援計画及び指導計画の作成をサポートし、計画の
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質を担保できる仕組みを導入すること。

・近年、箕面市内の小中学校において、通級指導教室の自校設置が進んできてい

るが、現在、箕面市内の小学校３校、中学校５校において、通級指導教室が設

置されていない。〈小学校１１校設置 / １４校中（設置率：７８％）、中学校３

校設置 / ８校中（設置率：３７％）※R4.5.1 現在〉

このため、通級指導教室を全校に設置し、学びの場の選択肢を増やすこと。

・通級指導教室については、利用する児童生徒１３人につき１人の教員を配置す

ることが、加配での教員措置の基準となっているが、通級指導教室の担当教員

１人あたりが担当する児童生徒数が多く、個別のニーズに応じた十分な指導が

行えない状況にあるため、通級指導教室の利用者が多い学校については、複数

名の教員配置を検討すること。

・他市町村の多くは、就学支援委員会（※１０）を設置し、支援学級の入級判断を行

っているが、箕面市は、就学前に、保育所や幼稚園などから「支援が必要な子

ども」の情報を収集しており、気になる子どもについては、全園所を訪問し、

指導主事による見立てを実施している。また、箕面市子どもすこやか室総合保

健福祉センター分室において、「早期療育事業推進会議実務者会議」における就

学前児童の療育の場の検討、心理相談員による就学前の子どもの発達相談や巡

回相談、親子のニーズに基づく小学校への引き継ぎ、言語聴覚士、理学療法士、

作業療法士による保育園、幼稚園、小中学校への巡回相談を実施している。

このように箕面市では、就学支援委員会に相当する仕組みが既にあるため、就

学支援委員会を新たに設けるのではなく、既存の仕組みを整理し対応すること。

・これまで「支援教育介助員」は、支援学級在籍の児童生徒のみを支援すること

が業務であったが、通級指導教室の全校設置により学びの場を再検討した結果、

在籍を「支援学級」から「通常学級」に変更し、「通級指導教室」を利用する児
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＜教育委員会の方針＞

・支援学級の在籍児童生徒や通級指導教室を利用する児童生徒に対して、一人一人

に個別最適な自立活動を実施します。

・個別の教育支援計画及び指導計画の作成をサポートし、計画の質を担保できる仕

組みとして全小中学校に「LITALICO教育ソフト」（※１１）を導入します。

・通級指導教室を全校に設置し、学びの場の選択肢を増やします。

・通級指導教室の利用者が多い学校については、複数名の教員配置を検討します。

・通常学級での学習をベースに、合理的配慮で対応することができるかを判断し、

合理的配慮での対応が難しい場合は、支援を足す発想で学びの場を選択していく

環境を整えていきます。

・支援学級に入級を希望する場合は、必ず、支援教育を担当する指導主事により、

児童生徒の見立てを行い、最適な学びの場を選択していく環境を整えていきます。

また、新小学１年生で支援学級に入級する約９５％の児童が、教育委員会事務局

内にある子どもすこやか室総合保健福祉センター分室で心理相談員などによる見

立てを受けています。そのため、就学支援委員会を新たに設けるのではなく、今

後は、教育委員会内の連携を強化し、情報の集約、共有を行い、最適な学びの場

を選択していく環境を整えていきます。

・校内でサポートを必要とする児童生徒の支援を行うため、全ての「支援教育介助

童生徒が増加する見込みであるため、通常学級での学習の際に、支援学級在籍

の児童生徒のみを支援する対象として限定するのではなく、校内でサポートを

必要とする児童生徒の支援を行うため、全ての支援教育介助員を｢（仮称）学び

の充実サポーター｣に移行すること。

・個別の教育支援計画及び指導計画の共有、引き継ぎについては、現在、紙媒体

で実施されており、保管場所が限定され、普段から計画の確認や見直しを行う

ことが難しい環境であるため、ICTを活用し、個別の教育支援計画及び指導計

画の共有、引き継ぎを行うこと。
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員」を｢支援教育支援員｣に移行します。

・資格要件があり専門性の高い任期付職員である「支援教育支援員」を増やし、支

援教育の充実を図ります。

①小中一貫校については、任期付の「支援教育支援員」を１人体制から２人体制

にします。

②大規模校（２校）については、任期付の「支援教育支援員」を１人体制から２

人体制にします。

・「LITALICO教育ソフト」を活用し、個別の教育支援計画及び指導計画の共有、引

き継ぎを行います。

３．諮問事項２ 「教職員の在り方について」

＜検討委員会からの答申＞

◇現状

・「ともに学び ともに育つ」学校、学級づくりを行うための合理的配慮等につい

て、教職員間における共通理解にずれがある。

・経験の豊富な教員の大量退職により、経験の浅い教員が増加している。

支援が必要な児童生徒が増加しているが、経験の浅い教員は、知識不足により

適切な自立活動を実施することが困難となっている。

・合理的配慮や基礎的環境整備に関する研修が支援学級担任向けに実施されてい

るが、通常学級担任向けには実施されていないことが多い。

・支援教育コーディネーター（※1２）が、他の支援学級担任と同数の児童生徒を担

当することに加えて、コーディネーター業務を行っており、コーディネーター

業務に注力できていない。

◇施策の方向性

・大阪府及び箕面市においては、障害のある子どもと周りの子どもたちが、集団

の中で一人一人を尊重し、ちがいを認め合いながら、自尊感情を高め、互いを

大切にする態度を育む取組である「ともに学び ともに育つ」教育を大切にして
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いるが、教職員間における共通理解にずれが生じているため、「ともに学び と

もに育つ」教育について、理念を再認識するため、研修を継続的に実施するこ

と。

・現在の支援学級在籍の児童生徒が、今後、通常学級（通常学級に在籍しながら

通級指導教室を利用）に学びの場を変更するのであれば、今まで以上に障害や

特性についての理解や、通常学級担任や教科担任による支援教育の視点に立っ

た指導の充実が求められるため、全ての教職員を対象に合理的配慮や支援教育

に係る研修を実施すること。加えて、通常学級の授業者への専門的な指導が必

要であり、専門家による授業指導の頻度を増やすこと。

・支援教育コーディネーターは、校内で支援教育の中心的な役割を担っているが、

現状、多くの学校において、支援コーディネーター業務を行いながら、他の支

援担任と同数の児童生徒を担当しているため、支援教育コーディネーターは、

専任または担当の児童生徒の人数を軽減し、校内巡回や支援担任の育成など校

内で中心的な役割として動きやすくする環境整備を行うこと。

・箕面市内の教諭の特別支援学校教諭免許の保有率は、令和３年度現在で、小学

校で約１０％、中学校においては約４％であることから、教員の専門性の向上

を図るために、特別支援学校教諭免許の取得をサポートすること。

・学校へのヒアリングにおいて、複数の学校で、「採用された教諭は、教員の視野

を広げるために、支援担任を経験すべきである」との意見があった。また、文

部科学省の『特別支援教育に関わる教師の専門性の向上に向けた方策』におい

ても「採用後１０年以内に特別支援教育を複数年経験すること」が提言されて

いる。近年、教諭として採用された場合は、通常学級担任や教科担任を務める

場合が多く、採用後１０年以内に支援学級担任を経験することが少ない。一例

として、支援学級担任を経験の浅い時期に経験し、通常学級担任や教科担任に

戻ることで、授業の仕方をより支援教育の視点に立ったユニバーサルデザイン
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＜教育委員会の方針＞

・全ての教職員を対象に「ともに学び ともに育つ」教育について、理念を再認識す

るため、研修を継続的に実施します。

・全ての教職員を対象に合理的配慮や支援教育に係る研修を実施します。加えて、

通常学級の授業者への専門的な指導が必要であり、専門家による授業指導の頻度

を増やします。

《研修例》

・自立活動についての研修

・合理的配慮、基礎的環境整備についての研修

・通常学級の支援体制についての研修

・支援教育についての研修

・教育的ニーズに応じた研修

・支援教育コーディネーターが、校内巡回や支援担任の育成など校内で中心的な役

割として動きやすくする環境整備として、小中学校５校に加配の教員を配置し、

効果を検証します。

・支援教育コーディネーターに対し、支援教育の専門性の向上を図るために、特別

支援学校教諭免許を取得するための費用をサポートします。特別支援学校教諭免

許取得による知識向上により、専門性の向上を図ります。

・府立支援学校に派遣研修を実施します。（令和５年度は１週間×８人程度を予定。）

の形に工夫することが期待できる。また、支援学級担任として、様々な教員の

通常学級の授業に、入り込み支援の形で参加することで、授業力向上に係るス

キルを習得することができることから、採用後に支援教育を担当することを推

奨すること。

・支援が必要な児童生徒が増加しているが、経験の浅い教員は、知識不足により

適切な自立活動を実施することが困難であるため、経験の浅い教員でも、自立

活動が実施できるよう実態に即した個別の教育支援計画及び指導計画を作成

することができるシステムを導入し、支援の質を担保すること。
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派遣後、校内にて研修報告会を実施し、支援学校との教育課程の違いや支援学校

の様々な取組について共有し、派遣教員の専門性向上だけでなく校内の支援教育

の底上げを行います。派遣研修を経験することにより、専門性の向上を図ります。

・文部科学省の『特別支援教育に関わる教師の専門性の向上に向けた方策』におい

ても「採用後１０年以内に特別支援教育を複数年経験すること」が提言されてい

ることを踏まえ、本市においても、採用された教諭が支援学級担任を経験するこ

とに努めます。そのための環境整備として、令和６年度より、柔軟に人事異動を

実施していきます。

・全ての教員が自立活動を実施できる環境整備として、「LITALICO教育ソフト」を

導入し、実態に即した個別の教育支援計画及び指導計画を作成するツールとして

活用します。

４．諮問事項３ 「保育所・幼稚園・小学校・中学校における連続性について」

＜検討委員会からの答申＞

◇現状

・民間の保育所、幼稚園や認定こども園が増加しており、小学校への引き継ぎ書

類の内容、時期などが徹底しきれていない。

・書面での引き継ぎは行われているが、子どもの障害特性や実態に応じた小学校、

中学校の支援体制が十分に整っていない場合がある。

・小学校と中学校において、基礎的環境整備や合理的配慮の捉え方や支援方法に

相違点がある。

◇施策の方向性

・保育所、幼稚園や認定こども園から小学校への引き継ぎ書類自体は充実してい

るが、その書類に記載する内容や提出時期などが徹底しきれていない現状があ

るため、「保育・幼児教育センター（※１３）」を活用し、公立、民間に関わらず、

全ての保育所、幼稚園や認定こども園に対して、小学校への引き継ぎ書類の内

容、時期など周知徹底すること。
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＜教育委員会の方針＞

・「保育・幼児教育センター」を活用し、公立、民間に関わらず、全ての保育所、幼

稚園や認定こども園に対して、小学校への引き継ぎ書類の内容や時期などについ

て、統一を図るために周知徹底します。

・小学校高学年から中学校における支援を見据えて、小学校と中学校の接続部分で

互いの支援方法を共有できる機会を確保します。また、校区連携を強化し、小学

校と中学校が、それぞれで実施している支援の実態を把握することができる機会

を確保します。加えて、連続性のある支援体制を構築するため、小中一貫校の活

用や希望者の小学校と中学校の人事交流などを行います。

・小学校や中学校に入学後、2、3ヶ月の間を「実態を把握する期間」とし、書面で

の引き継ぎでは把握できない部分について、学校と保護者が確認する期間を設定

します。

・小学校と中学校の教員がそれぞれで実施している支援の実態を把握することが

できる機会が少なく、小学校と中学校の支援方法が大きく異なっている。例え

ば、中学校では、中学校卒業後の高校進学を見据えて支援を行っており、小学

校における支援との違いについて、中学校入学後の生徒本人や保護者に戸惑い

が見られることも多い。このため、小学校と中学校の接続部分では、互いの支

援方法を共有した上で、歩み寄ることが必要であり、校区連携を強化し、小学

校と中学校が、それぞれで実施している支援の実態を把握することができる機

会を確保していくこと。加えて、連続性のある支援体制を構築するため、小中

一貫校の活用や小中の人事交流などを行うこと。

・書面での引き継ぎは丁寧に行われているが、小学校や中学校に入学後、書面で

は把握できていない困りごとが発生する場合があるため、小学校や中学校に入

学後、2、3ヶ月の間を「見立てを行う期間」とし、書面での引き継ぎでは把握

できない部分について、学校と保護者が確認する期間を設定すること。
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５．諮問事項４ 「人権意識と障害理解について」

＜検討委員会からの答申＞

◇現状

・学級経営や授業づくりをインクルーシブの視点をもって実施する必要がある

が、教員の意識と技術が十分に育っていない。

・仲間とのつながりを感じることができる児童生徒は増えてきたが、社会参画や

課題解決に向けた行動力には課題が見られる。

・いじめをなくすための取組はなされているが、ステップアップ調査によると、

３割程度の児童生徒は自分事として捉えていない。

◇施策の方向性

・教員の世代交代が進んでいるため、今一度、徹底して「ともに学び ともに育つ」

教育について、理念を継承することが必要であり、全ての教職員の人権意識の

向上のために、障害理解を含む人権研修をより一層充実させること。加えて、

児童生徒が安心して過ごすことのできる学級づくりを行うことが重要である。

・「ともに学び ともに育つ」ことを基盤においた支援教育の実施を目的として、

教員の一人一人が児童生徒の個性を見取った上で、全ての児童生徒が前向きに

学習へ参加ができるような手立てを考えた授業づくりを、自分事として行うこ

とが大切である。

・ステップアップ調査の結果を分析すると、仲間とのつながりを感じることがで

きる児童生徒は増えてきたが、社会参画や課題解決に向けた行動力には課題が

ある。このため、インクルーシブな学校をつくっていくために必要なことにつ

いて、教職員だけでなく児童生徒も主体的に考えられるような機会を確保する

こと。
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＜教育委員会の方針＞

・全ての教職員の人権意識の向上のために、障害理解を含む人権研修をより一層充

実させます。加えて、児童生徒たちが安心して過ごすことのできる学級づくりを

目指します。

・教員の一人一人が自分事として、全ての児童生徒が個々の発達段階において、「で

きた」、「わかった」、「考えられた」というような成功体験を通じ、自尊感情を高

めることを目指しながら、主体的、対話的で深い学びにつながる授業づくりを行

います。

・「互いのちがいや、個々の多様性を認め合う学習」、「誰もが安心して過ごすことが

できる教室及び学校について考える取組」や「全員が参加し、活躍できる行事の

在り方を考える機会の設定」など、「ともに学び ともに育つ」教育を推進する学

校をつくっていくために必要なことについて、教職員だけでなく児童生徒も主体

的に考えられるような機会の確保を図ります。

６．追加意見事項 「特別支援学級及び通級に係る文部科学省通知について」

＜検討委員会からの答申＞

大阪府内の市町村においては、前述のとおり「ともに学び ともに育つ」教育を大

切にしており、支援学級に在籍する児童生徒についても、可能な限り、通常学級に

おいて、多くの時間を過ごし、障害のある子どもと周りの子どもたちが、集団の中

で一人一人を尊重し、ちがいを認め合いながら、自尊感情を高め、互いを大切にす

る態度を育む取組を行ってきた。

大阪府以外の市町村においては、支援学級在籍の児童生徒は、通常学級の教室と

は別の支援学級の教室で多くの時間を過ごし、一部の時間のみ「交流及び共同学習

（※１４）」として通常学級の教室で学ぶ形態が多い。

文部科学省は、支援学級に在籍する児童生徒については、支援学級において障害

の状態や特性及び心身の発達の段階等に応じた指導を受けるべきであるとしてい

る。令和４年４月２７日付けで文部科学省より発出された「特別支援学級及び通級

による指導の適切な運用について（通知）（以下「通知」という。）」において、「交
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流」の側面のみに重点を置いて交流及び共同学習を実施することは適切ではないと

指摘されている。

また、通知では、文部科学省が令和３年度に一部の自治体を対象に実施した調査

において、支援学級に在籍する児童生徒が、大半の時間を交流及び共同学習として

通常学級で学び、支援学級において障害の状態や特性及び心身の発達の段階等に応

じた指導を十分に受けていない事例があることが指摘されている。

その他の事例としては、支援学級において特別の教育課程を編成しているにもか

かわらず、自立活動の時間が設けられていない事例、個々の児童生徒の状況を踏ま

えずに、支援学級では自立活動に加えて算数（数学）や国語の指導のみを行い、そ

れ以外は通常学級で学ぶといった、機械的かつ画一的な教育課程の編成が行われて

いる事例、「自校通級」、「他校通級」、「巡回指導」といった実施形態がある中で、通

級による指導が十分に活用できていない事例などが指摘されており、箕面市におけ

る課題と共通する部分もある。

併せて、支援学級に在籍する児童生徒の交流及び共同学習の時数の目安につい

て、通知では、「支援学級に在籍している児童生徒が、大半の時間を交流及び共同学

習として通常の学級で学んでいる場合には、学びの場の変更を検討するべきである

こと。言い換えれば、支援学級に在籍している児童生徒については、原則として週

の授業時数の半分以上を目安として支援学級において児童生徒の一人一人の障害

の状態や特性及び心身の発達の段階等に応じた授業を行うこと。」と言及されてお

り、学校現場や保護者も、学びの環境の変化に不安を感じているかたが多いと思慮

されるが、今後、支援学級に在籍するのではなく、通常学級に在籍した場合も、そ

の児童生徒に応じた合理的配慮が受けられるように、「教職員の研修」により教職員

の支援教育に係る理解と通常学級担任や教科担任による支援教育の視点に立った

指導を充実させること、「通級の全校設置」により学びの場の選択肢を増やすこと、

「（仮称）学びの充実サポーター」により学びの場を変更した児童生徒に対しても継

続的に支援を実施すること、「支援教育コーディネーターの専門性の向上」により支

援学級担任の育成など校内で中心的な役割として動きやすくする環境整備を行う

こと、「人権意識と障害理解の向上」により教職員だけでなく児童生徒も主体的に考
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＜教育委員会の方針＞

・各校を巡回し、学校が抱える支援教育の課題に係る相談対応や、学校全体の支援

教育のスキルの向上のための指導助言に特化した、「支援教育専門員」を配置しま

す。

・文部科学省の通知の主旨のとおり、障害のある子どもと障害のない子どもが可能

な限りともに過ごしながら、一人一人の教育的ニーズに応じた学びの場の整備を

行い、特別の教育課程を実施していきます。

・約４０年以上前から実施している「箕面市の支援教育」を大切にし、「ともに学び

ともに育つ」教育を引き続き実施するとともに、検討委員会で議論を重ねた様々

な方策を実施していきます。

えられるような機会を確保することなど、検討委員会で議論を重ねた様々な方策を

確実に実施していくことができれば、通知の主旨のとおり障害のある子どもと障害

のない子どもが可能な限りともに過ごしながら、一人一人の教育的ニーズに応じた

学びの場の整備が実現できると考える。

また、教育委員会としても学校現場をバックアップしていただきたいと考えるた

め、検討委員会からの提案となるが、各校を巡回し、学校の困りごとなどに対応す

ることに特化した、「（仮称）支援教育専門員」の人員の配置を検討していただきた

い。

なお、検討委員会としては、今回の答申を受けて箕面市が実施する支援教育に対

して、来年度以降も引き続き効果検証を行う必要があると考える。

加えて、文部科学省において、「通常の学級に在籍する児童生徒への支援の在り方

に関する検討会議」や「特定分野に特異な才能のある児童生徒に対する学校におけ

る指導・支援の在り方等に関する有識者会議」など、様々な検討が行われている。

検討委員会においても、議論すべき項目があれば、調査及び検討を行っていきたい。
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７．実施スケジュール

● 令和５年度

・通級指導教室の全校配置

・「LITALICO教育ソフト」を全小中学校に導入

・支援教育介助員を「支援教育支援員」に名称変更

・小中一貫校及び大規模校（２校）については、専門性の高い任期付の支援教

育支援員を１人から２人に体制を強化

・研修の強化

・特別支援学校教諭免許を取得するための費用をサポート

・府立支援学校に派遣研修を実施

・校区連携を強化し、連続性のある支援体制を構築するため、小中一貫校の活

用や希望者の小学校と中学校の人事交流を実施

・小学校や中学校に入学後、2、3ヶ月の間を「実態を把握する期間」を設定

・「支援教育専門員」の配置

● 令和６年度

・採用後に支援学級担任を経験することに努め、人事異動ルールを変更

● 令和８年度

・国による通級指導教室の基礎定数化
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《用語集》

※１ 合理的配慮

障害者の権利に関する条約「第二条 定義」においては、「合理的配慮」と
は、「障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行
使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の
場合において必要とされるものであり、かつ均衡を失した又は過度の負担を
課さないものをいう」と定義されている。

例）

・バリアフリー・ユニバーサルデザインの観点を踏まえた障害の状態に応じ
た適切な施設整備

・一人一人の状態に応じた教材等の確保（デジタル教材、ICT機器等の利用）

・障害の状態に応じた教科における配慮

・対人関係の状態に対する配慮（選択性かん黙や自信喪失などにより人前で

は話せない場合など）

・個別指導のためのコンピュータ、デジタル教材、小部屋等の確保

・医療的ケアが必要な児童生徒がいる場合の部屋や設備の確保

・漢字の読みなどに対する補完的な対応

・障害の状態に応じた給食の提供

※２ 支援学級

１人から８人学級で、個別の指導計画に基づく、特別の教育課程による

個別又は、少人数の授業を行う。

小学校、中学校等において以下に示す障害のある児童生徒に対し、障害に

よる学習上又は生活上の困難を克服するために設置される。

《対象障害種》: 障害種ごとに設置

知的障害者、肢体不自由者、病弱者及び身体

虚弱者、弱視者、難聴者、言語障害者、自閉症者・情緒障害者

※３ 個別の教育支援計画

支援学級の在籍や通級指導教室を利用する児童生徒について個人毎に作成
するもの。障害のある児童生徒一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視
点から適切に対応していくという考えの下、長期的な視点で乳幼児期から学
校卒業後までを通じて一貫して的確な教育的支援を行うことを目的とする。
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※４ 個別の指導計画

支援学級の在籍や通級指導教室を利用する個々の児童生徒の実態に応じて、
適切な指導を行うために学校が個人毎に作成するもの。教育課程を具体化し、
障害のある児童生徒一人一人の指導目標、指導内容及び指導方法を明確にし
て、きめ細やかな指導を行うことを目的とする。

※５ 通常学級

３５人から４０人学級で一斉指導による授業を行う。

小学校、中学校、高等学校等にも障害のある児童生徒が在籍しており、個々
の障害に配慮しつつ通常の教育課程に基づく指導を行う。

なお、令和４年に発表された文部科学省の調査において、発達障害の可能性
があり、特別な支援（読み書きなど学習面に困難、不注意・対人関係など行動
面に困難）が必要な小中学生は、通常の学級に８.８％、１１人に１人程度在
籍していると推計されている。

※６ 通級指導教室（通級）

小学校、中学校、高等学校等において、通常学級に在籍し、通常学級での学
習におおむね参加でき、一部特別な指導を必要とする児童生徒に対して、障
害に応じた特別の指導を別室で行う指導形態。週当たりに換算すると、１単
位時間から８単位時間程度まで。

※７ 支援教育介助員

市内小、中学校の支援学級に在籍する児童生徒への介助及び支援を目的に
任用されている任期付及び会計年度任用の市職員。（職員数：約 130人

※R4.5.1 現在）

資格要件

任期付職員・・・資格要件は、下記①～③のいずれかを保有すること。

①教員免許（特別支援学校、幼稚園、小学校、中学校）

②保育士資格

③介護職員初任者研修修了者（旧ホームヘルパー資格取得者を含む）

会計年度任用職員・・・資格要件なし。

※８ 自立活動

個々の幼児児童生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難
を主体的に改善・克服しようとする取組を促す教育活動。

自立活動は、「人間として基本的な行動を遂行するために必要な要素」と「障
害による学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な要素」で構
成され、６つの区分と２７の項目に整理されている。
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※９ 特別の教育課程

小学校や中学校の教育課程において、児童生徒の障害に応じた特別の指導
を行う必要がある場合、通常学級の教育課程を変更し、編成することができ
る。

例）下学年や支援学校（知的障害）の教科内容に替える、各教科、領域の授業
時数の弾力的な取扱い、自立活動の指導、各教科等を合わせた指導、実態
に応じた教科用図書の使用。

※10 就学支援委員会

障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人、保護者の意見、教育学、医学、
心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観
点から就学先を決定する仕組み。

※11 LITALICO教育ソフト

（株）LITALICOが提供する個別の教育支援計画、指導計画の作成をサポ
ートする教育ソフト。

機能として、①アセスメント機能②計画作成サポート機能③対象の児童生
徒の苦手な分野に最適な教材を提示する機能の 3つの機能があり、子ども一
人一人の特性に合った支援の実現をサポートする。

教員の世代交代が進むなか、ICTを活用することで、支援教育の質を担保
することができる。現在、箕面市内５校で試験導入している。

※12 支援教育コーディネーター

支援教育コーディネーターを校務として明確に位置付けることにより、学
校内の教職員全体の支援教育に対する理解のもと学校内の協力体制を構築す
るとともに、小中学校又は支援学校と関係機関との連携協力体制の整備を図
る。具体的な役割として、小中学校の支援教育コーディネーターは、①学校
内の関係者や関係機関との連絡・調整、及び、②保護者に対する学校の窓口
として機能することが期待される。

検討委員会で検討した支援教育コーディネーターは、支援担任のリーダー役
を想定している。

※13 保育・幼児教育センター

箕面市の就学前教育・保育の更なる質の向上をめざし、公立私立や幼稚園、
保育所、認定こども園といった施設種別の垣根を越え、市内幼児保育施設全
体のコーディネーターの役割を担う「保育・幼児教育センター」が令和４年
１０月に開設された。
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事業内容

①支援保育・教育をはじめとする課題別研修会の企画、運営

②幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有した「幼児教育サポータ

ー」による市内園所の巡回訪問

③支援保育・教育等に関する施設種別を超えた学習会、意見交換会の企画、
運営

④国の「幼保小の架け橋プログラム事業」を活用した就学前の幼児教育と
小学校教育の円滑な接続を目指した取組

⑤その他、就学前教育・保育の質の向上をめざした取組

※14 交流及び共同学習

通常学級の児童生徒が学ぶ場に、支援学級在籍の児童生徒が赴き、ともに
学習する機会のこと。なお、大阪府以外では、支援学級に在籍する児童生徒
は、通常学級の教室とは別の教室で学んでいることが多い。


